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戸
㎥
㎥

(ア)管路布設工事 江津西処理区 千円
(イ)ストックマネジメント計画 江津西・波子処理区 千円
(ウ)大貫・和田堤防支障移転設計費 川越処理区 千円

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

621,498
195,245

14,099

第　２  款

営 業 外 収 益

下 水 道 事 業 費 用

第  ５  項

第　１　項

支 出

550,514

4

887,828

特 別 利 益
第  ４  項

第  ６  項

桜 江 営 業 外 収 益

桜 江 特 別 利 益

174,992

4

営 業 費 用

令和７年度　島根県江津市下水道事業会計予算

（総 則）
第 １ 条  令和７年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第 ２ 条  業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)
(2)
(3)
(4)

2,110

接 続 戸 数
年 間 総 排 水 量
一 日 平 均 排 水 量
主 な 建 設 改 良 事 業

770,000
2,743

55,686

（収益的収入及び支出）
第 ３ 条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

885,233
収 入

第　１　款　　　　　　 下 水 道 事 業 収 益　

第  ２  項 桜 江 営 業 収 益 36,736
122,983第  １  項 営 業 収 益

第  ３  項

第　２　項

391,500

桜 江 営 業 費 用

桜 江 営 業 外 費 用
第　５　項

営 業 外 費 用

1,000

28,000
30,000

第　３　項

予 備 費
第　４　項

第　６　項 300桜 江 予 備 費
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第　３　項 千円

769,137

第　２　項 工 事 負 担 金 58,541

第　４　項 企 業 債 310,600

他 会 計 補 助 金

第　３　款

230,179

資 本 的 収 入

156,150国 庫 補 助 金第　１　項

331,006第　２　項

建 設 改 良 費

812,943資 本 的 支 出

第 ５ 条

限　　度　　額

支 出

481,437

500予 備 費

第　４　款

企 業 債 償 還 金

第　１　項

第　５　項 他 会 計 負 担 金 13,667

期　間

-

事 項

　翌年度当初から契約を締結する必要のある恒常的な物件の借入
れ及び業務の委託に要する経費に係る支出負担行為

　当該年度ごとに、翌年度の当初予算と
して議決を得た金額

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額43,806
千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額42,016千円､当年度分及び過年度分損益勘定留保資金
1,790千円で補てんするものとする。）

第　３　項

（資本的収入及び支出）

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

（債務負担行為）

収 入

第 ４ 条
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千円

 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

7,700 千円

(1) 職 員 給 与 費 54,109

江津市長 　中村　　中

 令和 ７ 年 ２ 月 ２８ 日  提  出

下 水 道 事 業

第 ９ 条

（他会計からの補助金）

(1) 営業費用と営業外費用の間の流用

第 10 条

221,700

計 310,600 千円

証書借入

　借入先の融資条件による。
　ただし、企業財政その他の都合
により据置期間及び償還期間を短
縮し、もしくは繰上償還又は低利
に借り換えることができる。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ７ 条

 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。第 ８ 条

(2) 建設改良費と災害復旧事業費の間の流用

 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又は、これら以外の
経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

農 業 集 落 排 水 事 業

5.0 ％以内

　下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、400,000千円である。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ６ 条

償 還 の 方 法

（利率見直し方式により利
率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利
率）

資 本 費 平 準 化 債 81,200 千円

 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

起債の方法限 度 額 起債の目的

（企 業 債）

（一時借入金）

利 　率 
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（単位：千円）

予 定 額 備 考 

1. 下 水 道 事 業 収 益 885,233

1. 営 業 収 益 122,983

1. 下 水 道 使 用 料 122,921  公共下水道使用料

2. 下 水 道 手 数 料 62  公共下水道手数料

2. 桜 江 営 業 収 益 36,736

1. 生 活 排 水 処 理 施 設 使 用 料 36,732  生活排水処理施設使用料

2. 生 活 排 水 処 理 施 設 手 数 料 4  生活排水処理施設手数料

3. 営 業 外 収 益 550,514

1. 他 会 計 負 担 金 91,437  汚泥共同処理施設運営負担金

2. 他 会 計 補 助 金 102,298  公共下水道事業会計運営費補助

3. 長 期 前 受 金 戻 入 345,695
 償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金等長期前受金のう
ち、年度毎の減価償却費見合い分を順次収益化するもの

4. 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 5,718
  前年度までに計上した引当金のうち、引当過剰額を取り崩して収
益処理するもの

5. 賞 与 等 引 当 金 戻 入 益 2,298
  前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に支出する際に費
用として再計上するための財源になるもの

6. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2
  前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年度に不納欠損処
理を行う際に当年度費用として再計上するための財源になるもの

7. 雑 収 益 3,065  その他雑収益

8. 消 費 税 還 付 金 1  消費税及び地方消費税還付金

令和７年度　島根県江津市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備 考 

4. 桜 江 営 業 外 収 益 174,992

1. 負 担 金 及 び 分 担 金 500  生活排水処理施設受益者加入分担金

2. 他 会 計 補 助 金 67,523  集落排水事業運営費補助

3. 長 期 前 受 金 戻 入 103,973
 償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金等長期前受金のう
ち、年度毎の減価償却費見合い分を順次収益化するもの

4. 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 益 2,525
  前年度までに計上した引当金のうち、引当過剰額を取り崩して収
益処理するもの

5. 賞 与 等 引 当 金 戻 入 益 463
  前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に支出する際に費
用として再計上するための財源になるもの

6. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3
  前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年度に不納欠損処
理を行う際に当年度費用として再計上するための財源になるもの

7. 雑 収 益 5  その他雑収益

5. 特 別 利 益 4

1. そ の 他 特 別 利 益 4
 法非適用期間中に発生した収益で、法適用期間損益に起因しない収
益

6. 桜 江 特 別 利 益 4

1. そ の 他 特 別 利 益 4
 法非適用期間中に発生した収益で、法適用期間損益に起因しない収
益

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備 考 

2. 下 水 道 事 業 費 用 887,828

1. 営 業 費 用 621,498

1. 江 津 西 施 設 管 理 費 77,432  江津西処理施設下水道施設の維持管理に要する費用

2. 汚 泥 共 同 処 理 施 設 管 理 費 101,759  汚泥共同処理施設の維持管理に要する費用

3. 波 子 施 設 管 理 費 28,676  波子処理施設下水道施設の維持管理に要する費用

4. 業 務 費 15,051  使用料の調定、請求及び収納の業務に要する費用

5. 総 係 費 47,705  公共下水道事業の経常的な活動全般に関する費用

6. 減 価 償 却 費 350,875  固定資産の減価償却費

2. 桜 江 営 業 費 用 195,245

1. 集 落 排 水 施 設 管 理 費 70,723  集落排水処理施設下水道施設の維持管理に要する費用

2. 小 規 模 排 水 施 設 管 理 費 1,179  小規模排水処理施設下水道施設の維持管理に要する費用

3. 個 別 排 水 施 設 管 理 費 11,172  個別排水処理施設下水道施設の維持管理に要する費用

4. 業 務 費 1,963  使用料の調定、請求及び収納の業務に要する費用

5. 総 係 費 1,017  集落排水事業の経常的な活動全般に関する費用

6. 減 価 償 却 費 109,191  固定資産の減価償却費

支 出

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

3. 営 業 外 費 用  55,686

 1. 支 払 利 息 55,666  公共下水道事業　企業債支払利息

 2. 雑 支 出 20  僅少過年度損益修正損等

4. 桜 江 営 業 外 費 用  14,099

 1. 支 払 利 息 14,069  集落排水事業　企業債支払利息

 2. 雑 支 出 30  僅少過年度損益修正損等

5. 予 備 費  1,000

  1. 予 備 費 1,000

6. 桜 江 予 備 費  300

  1. 予 備 費 300

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 資 本 的 収 入 769,137

1. 国 庫 補 助 金 156,150

1. 国 庫 補 助 金 156,150  公共下水道事業国庫補助金

2. 工 事 負 担 金 58,541

1. 工 事 負 担 金 28,541
 公共下水道受益者負担金 公共工事の施行に伴う公共下水道施設支
障移転工事の経費に係る負担金

2. 桜 江 工 事 負 担 金 30,000
 公共工事の施行に伴う集落排水施設支障移転工事の経費に係る負担
金

3. 他 会 計 補 助 金 230,179

 1. 他 会 計 補 助 金 152,422  公共下水道事業運営費　一般会計補助

2. 桜 江 他 会 計 補 助 金 77,757  集落排水事業運営費　一般会計補助

4. 企 業 債 310,600

1. 企 業 債 281,500
 公共下水道事業　建設改良費の財源に充てるために借り入れる企業
債

2. 桜 江 企 業 債 29,100  集落排水事業　建設改良費の財源に充てるために借り入れる企業債

5. 他 会 計 負 担 金 13,667

1. 他 会 計 負 担 金 13,667
 汚泥共同処理施設建設改良費企業債償還元金繰入
一般会計負担分

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　　考 

1. 資 本 的 支 出 812,943  

1. 建 設 改 良 費 481,437

1. 公 共 下 水 道 施 設 整 備 費 423,033  汚水管渠布設工事及び処理場設備更新に係る費用

2. 集 落 排 水 施 設 整 備 費 38,500  集落排水設備更新及び支障移転に係る費用

3. 資 本 勘 定 職 員 給 与 費 19,904  公共下水道建設改良事業等に従事する職員の給与費

 2. 企 業 債 償 還 金 331,006

1. 企 業 債 償 還 金 231,848  公共下水道事業　企業債償還元金

2. 桜 江 企 業 債 償 還 金 99,158  集落排水事業　企業債償還元金

3. 予 備 費 500

1. 予 備 費 500

支　　　　　　　　出

款 項 目
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１. 総 　括

退職給付
引当金繰入

計
共済組合負担金
公務災害負担金
雇用保険料

賞与等引当金
繰 入
法定福利費分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合 計

（千円） （千円） （千円）

672 1,320 16,113

336 790 16,995

336 530 △ 882

7,210

5,407 493

-

- 9,082

　上記以外に令和8年6月の期末勤勉手当の支給及び法定福利費の支払に備えた、予算執行を伴わない資本勘定職員の賞与等引当金繰入額 1,381千円（手当分

手  当
の内訳

0

△ 601 △ 9

5161,674

△ 7,046

区 分

494

625

△ 131

1,250

比  較

本年度

 1,148千円、法定福利費233千円）がある。

前年度

△ 612

前

年

度

16,471

3

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

4

11,640

-

-

7

管理職
特別勤務手当

4

(　)

10,795

11,800

（千円）（千円） (千円）（千円）

1,250

-

区 分

職 員 数

一般職

住  居
手  当

（千円）

7,046

0

16,995

比

較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

7

△ 1,450

- △ 32
(　)

0
(　)

本

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 10,190

7,046

00

（　）は短時間勤務職員について外書き

1,062

△ 1,482合　　　計

516

管理職
手  当

0

△ 213

2,395

△ 882

扶  養
手  当

（千円）

期末勤勉
手  当

時間外勤務
手  当

0

通  勤
手  当

給  与  費  明  細  書

7

(　)

合 計

4

- 28,413

26,629

(　)

3

16,113 2,402

9,572

(　)

18,850

4
(　)

6,541

（千円） （千円）

-

法定福利費

計

3,173 - 3,173

（千円）

484 5,792

合 　計

34,205

19,904

賞 与 等 引 当 金
繰 入
手 当 分

手　当

16,731

5,308

-

特別職

給　　与　　費

(　)

-

△ 610 △ 10,013

2,402

- - △ 2,119

54,109

△ 9,4037

△ 7,046

△ 1,005

児  童
手  当

計

△ 7,284

(　)

-

給　料報　酬

（千円）

35,697

16,439

（人） （千円）

-

45,144

-

54,547

(人）

△ 669

28,111

-

-

9,785 2,395

3,6753,675 -

9,575

5,900

△ 502

8,481

△ 108

△ 502

8,965

△ 9△ 99

484

41,597

22,525

64,122

△ 7,392

△ 2,621

493
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２. 給料及び職員手当の増減額の明細

千円

千円

千円

　　児童手当 530

区　分 増減額（千円） 説 明 備 考

　増加分

増減事由別内訳 (千円）

　給与改定の状況

　増減分 給与の改定率　2.46％ 実施時期　令和6年4月1日

職員手当 １．制度改正に伴う 456

給　料 △ 1,482 １．給与改定に伴う 578

２．昇給に伴う増加分 629

３．その他の増加分 △ 2,689 　会計間人事交流等に 　職員数の異動状況 職員数

増　減 0人

　伴うもの

本年度 7人

△ 882

２．その他の増加分 △ 1,338

　増　減 0.05 0.05 0.10

　給与改定に伴うもの　　 　239

　会計間人事交流等に伴うもの

　　扶養手当　　 　　　 △612

△ 1,338 　　期末勤勉手当 　　 △1,461

　会計間人事交流等に

　伴うもの

△ 2,689

456

　支給率改定に伴うもの　　217

　期末勤勉手当の支給率

支給期 6月 12月 計

本年度　　支給率 2.3 2.3 4.6

　前年度　　支給率 2.25 2.25 4.50

前年度 7人

  期末勤勉手当の支給率

　改定等に伴うもの

　　住居手当 336

　　通勤手当 △131
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　３．給料及び手当の状況  

 

 

 

 
 

 

 
 
 

  

 

 
 

 
 

   

企　　業　　職

28.6

(1)職員一人当たり給与　　　〔単位：円、歳.か月〕　  (3)級別職員数

28.6

28.6
（ - ） 

（ - ） 

構成比（％） 

-

職 員 数 （ 人 ）

332,386

（ - ） 

行 政 職

平均給料月額

区            分 

令和7年1月1日
現　　　　在

3 級
2

（ - ） 

14.3
（ - ） 

（ - ） 

（ - ） 
 (2) 初　任　給　　　　　   　　　〔単位：円〕

332,300
（ - ） 

1

令和6年1月1日

2 級

188,000188,000

220,000

行　政　職

6 級

1 級

2

（ - ） 

100.0

5 級

1
（ - ） 

計

令和6年1月1日
現         在

40.81

14.3

平均年令

平均給与月額

369,800 5 級
0

4 級

（ - ） 

（ - ） 
367,214 2 級

2

28.6
（ - ） 

令和7年1月1日

1

（ - ） （ - ） 

（ - ） 

100.0

（ - ） 
-

28.6

大 学 卒

平均給料月額

4 級220,000

-
（ - ） 

（ - ） 
6 級

国 の 制 度

平均年令

（ - ） 

43.94

（ - ） 

平均給与月額

7
計

高 校 卒

2

（ - ） 

0.0

（ - ） 

（ - ） 
3 級

（ - ） 

14.3

2

14.3

7
（ - ） 

1

（ - ） 

（ - ） 

区 分

　　　（　）は短時間勤務職員について外書き

構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

区 分

1 級

級

-

12



（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

　　　　　　（　）内は暫定再任用職員の標準的な支給率

(4)昇　給

( Ｂ ）本

年

度

2.25
前 年 度

本 年 度

(1.175)

(1.2)

（月 分）

支給率計

(1.175)

(1.2)

 (級別の基準となる職務）

6
３　　級

7

行　政　職 

国 の 制 度

2.30

有

有

4.50

(2.4)

4.60

有
(2.4)

4.60

(2.350)

7
 主事、技師

職　　務　　内　　容 区　　　分

( Ａ ）

区　　　　　　　分 

職　員　数

職　員　数
４　　級

昇給に係る職員数 ( Ｂ ）

0
２　　級

比率（Ｂ）/（Ａ）　　　（％）

号 級 数 別 内 訳

４号級以上

３号級

２号級

１号級

号 級 数 別 内 訳

１号級

２号級

３号級

４号級以上

 主任主事、主任技師

 主任

6

100

1

0

比率（Ｂ）/（Ａ）　　　（％）

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

2.30

区 分

 課長補佐
前

年

度

　(月 分）

7
 係長

( Ａ ）

 課長
0

0

(月 分）

（5)期末手当・勤勉手当

６　　級

85.71

備 考

５　　級
6

2.30

支　給　期　別　支　給　率

(1.2)

2.25

 ６ 月 １２月

(1.2)

2.30

昇給に係る職員数
１　　級

0

13



無

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者

(月分） （月分）

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（月分）（月分）

35年勤続の者
備　　　　考

そ の 他 の
加算措置 等

最高限度

区分

支 給 率 等

国 の 制 度

差　異　の　内　容

47.7090

47.7090

定年前早期退職者特例措置　（2～20％加算）

定年前早期退職者特例措置　（1年につき3％を上限）

47.7090

通勤手当

住居手当

47.7090

33.27075

33.27075

24.586875

扶養手当

一般会計の制度との差異

無

無

 (8)その他の手当

 (7)特殊勤務手当

　　なし

24.586875
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期　間 金　額 期　間 金　額

翌年度当初から契約を締結する必要のあ
る恒常的な物件の借入れ、及び業務の委
託に要する経費に係る支出負担行為

当該年度ごとに、翌年度の当初予算とし
て議決を得た額  

 
 
   

  
  

債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

限　　度　　額事　　　　　項
左    の
財源内訳
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(
1)

145,141

(2
)

66
145,207

(
1)

267,015

(2
)

16,399

(
3
)

45,851

(
4
)

460,066

(5
)

0
789,331

△
 644,124

(
1)

0

(
2)

456

(
3)

169,821

(4
)

91,437

(
5
)

449,668

(6
)

8,243

(7
)

2,761

(8
)

5

(
9)

3,070
725,461

(
1)

69,735

(
2)

50
69,785

655,676

11,552

(
1
)

8
8

(
1
)

0
0

8

11,560

38,389

49,949

支
払

利
息

雑
支

出

減
価

償
却

費

雑
収

益

当
　

年
　

度
　

純
　

利
　

益

そ
の

他
特

別
損

失

長
期

前
受

金
戻

入

賞
与

等
引

当
金

戻
入

益

貸
倒

引
当

金
戻

入
益

営
業

損
失

他
会

計
負

担
金

１
．

営
　
業
　
収
　
益

下
水

道
使

用
料

下
水

道
手

数
料

施
設

管
理

費

４
．

営
　
業
　
外
　
費
　
用

固
定

資
産

除
却

損

負
担

金
及

び
分

担
金

他
会

計
補

助
金

３
．

営
　
業
　
外
　
収
　
益

受
取

利
息

及
び

配
当

金

退
職

給
付

引
当

金
戻

入
益

業
務

費

総
係

費

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

(
単

位
：

千
円

)

令
和

７
年

度
　

島
根

県
江

津
市

下
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

 (令
和
７
年
４
月
１
日

か
ら

令
和

８
年

３
月

３
１

日
ま

で
)

２
．

営
　
業
　
費
　
用

５
．

特
　
別
　
利
　
益

前
年

度
　

繰
越

利
益

剰
余

金

経
常

利
益

６
．

特
　
別
　
損
　
失

そ
の

他
特

別
利

益
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（
1
）

有
形

固
定

資
産

ア
土

地
4
9
2
,
4
7
6

イ
建

物
1
,
0
3
4
,
2
4
1

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
7
5
,
5
9
3

6
5
8
,
6
4
8

ウ
構

築
物

1
3
,
6
5
5
,
6
4
7

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
9
4
6
,
9
1
6

9
,
7
0
8
,
7
3
1

 

エ
機

械
及

び
装

置
5
,
0
3
5
,
0
3
6

減
価

償
却

累
計

額
△

 
3
,
1
2
3
,
6
8
8

1
,
9
1
1
,
3
4
8

オ
車

両
運

搬
具

0

減
価

償
却

累
計

額
0

0

カ
工

具
器

具
及

び
備

品
3
2
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 
4
4

2
7
6

キ
建

設
仮

勘
定

1
4
0
,
0
3
2

有
形

固
定

資
産

1
2
,
9
1
1
,
5
1
1

（
2
）

無
形

固
定

資
産

ア
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
0

イ
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
仮

勘
定

0

無
形

固
定

資
産

0

固
定

資
産

1
2
,
9
1
1
,
5
1
1

（
1
）

現
金

及
び

預
金

4
6
6
,
5
5
6

（
2
）

未
収

金
2
2
,
6
7
8

△
 
1
8
2

2
2
,
4
9
6

（
3
）

前
払

金
1
1
2
,
0
4
0

（
4
）

短
期

貸
付

金
0

（
5
）

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
動

資
産

6
0
1
,
0
9
2

資
産

1
3
,
5
1
2
,
6
0
3

（
1
）

企
業

債

ア
建

設
改

良
費

充
当

債
5
,
6
0
1
,
1
2
0

イ
資

本
費

平
準

化
債

3
4
2
,
4
2
7

ウ
公

営
企

業
適

用
債

3
0
0

5
,
9
4
3
,
8
4
7

（
2
）

引
当

金

ア
退

職
給

付
引

当
金

4
4
,
7
3
4

4
4
,
7
3
4

固
定

負
債

5
,
9
8
8
,
5
8
1

（
1
）

企
業

債

ア
建

設
改

良
費

充
当

債
3
3
3
,
2
9
5

イ
資

本
費

平
準

化
債

8
,
0
0
0

ウ
公

営
企

業
適

用
債

1
,
1
5
0

3
4
2
,
4
4
5

（
2
）

未
払

金
9
0
,
5
0
6

（
3
）

引
当

金

ア
賞

与
等

引
当

金
5
,
1
7
9

5
,
1
7
9

（
4
）

そ
の

他
流

動
負

債
2
,
3
0
4

流
動

負
債

4
4
0
,
4
3
4

 
合

 
 
計

４
.
　

流
　

動
　

負
　

債

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

負
　
　
債
　
　
の
　
　
部

 
合

 
 
計

２
．

流
　

動
　

資
　

産

貸
 
 
倒

 
 
引

 
 
当

 
 
金

資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

  
令

和
７

年
度

　
島

根
県
江

津
市

下
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

 
(
令

和
８

年
３

月
３

１
日

)
(
単

位
：

千
円

)

１
．

固
　

定
　

資
　

産

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

３
.
　

固
　

定
　

負
　

債
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（
1
）

長
期

前
受

金

ア
国

庫
補

助
金

8
,
3
7
1
,
3
2
3

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
3
,
2
6
0
,
9
3
0

5
,
1
1
0
,
3
9
3

イ
県

補
助

金
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
0

0

ウ
他

会
計

補
助

金
4
,
2
3
7
,
0
7
8

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
3
,
5
8
0
,
0
0
7

6
5
7
,
0
7
1

エ
他

会
計

負
担

金
2
0
,
9
4
5

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
2
0
,
7
7
4

1
7
1

オ
下

水
道

協
力

金
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
0

0

カ
工

事
負

担
金

7
2
4
,
6
6
5

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
2
0
4
,
3
1
1

5
2
0
,
3
5
4

キ
受

贈
財

産
評

価
額

2
6
5
,
6
2
5

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
1
1
4
,
9
1
7

1
5
0
,
7
0
8

ク
そ

の
他

長
期

前
受

金
5
1
,
1
6
4

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 
1
3
,
2
7
1

3
7
,
8
9
3

長
期

前
受

金
6
,
4
7
6
,
5
9
0

（
2
）

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

ア
国

庫
補

助
金

8
1
,
7
3
5

イ
工

事
負

担
金

1
1
,
8
8
3

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

9
3
,
6
1
8

繰
延

収
益

6
,
5
7
0
,
2
0
8

負
債

1
2
,
9
9
9
,
2
2
3

（
1
）

資
本

金
2
1
5
,
6
4
0

資
本

金
2
1
5
,
6
4
0

（
1
）

資
本

剰
余

金

ア
国

庫
補

助
金

2
2
5
,
3
6
6

イ
県

補
助

金
0

ウ
他

会
計

補
助

金
0

エ
下

水
道

協
力

金
0

オ
工

事
負

担
金

1
,
6
7
8

カ
受

贈
財

産
評

価
額

2
0
,
7
4
7

資
本

剰
余

金
2
4
7
,
7
9
1

（
2
）

利
益

剰
余

金

ア
1
1
,
5
6
0

イ
前

年
度

繰
越

利
益

剰
余

金
3
8
,
3
8
9

利
益

剰
余

金
4
9
,
9
4
9

剰
余

金
2
9
7
,
7
4
0

資
本

5
1
3
,
3
8
0

負
債

・
資

本
1
3
,
5
1
2
,
6
0
3

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

７
.
　

剰
　

　
余

　
　

金

 
合

 
 
計

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

６
.
　

資
　

　
本

　
　

金

５
.
　

繰
　

延
　

収
　

益

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

 
合

 
 
計

資
　
　
本
　
　
の
　
　
部
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な
し

　
　

Ⅲ
　
予
定
貸
借
対

照
表

等
に

関
す

る
注

記

　
　

担
す

る
と

見
込
ま

れ
る

金
額

は
 6,286,291千

円
で
あ
る
。

　
　

　
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
１

年
内
に
償
還
予
定
の
も
の
を
含
む
）
の
う
ち
、
一
般
会
計
が
負

　
　

　
　

当
事

業
年
度

末
に

お
け

る
職

員
に

対
す

る
退

職
手
当
の
要
支
給
額
を
計
上
し
て
い
る
。

Ⅱ
　
予
定
キ
ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書
等

に
関

す
る

注
記

　
　

(3)　
貸

倒
引

当
金

　
　

　
　

所
有

権
移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取

引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た

　
　

　
会

計
処

理
に
よ

っ
て

い
る

。

   
       

な
し

　
　

　
ア

　
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア

       　
　

 5年

　
　

(1)　
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当

額

　
５

　
引

当
金

の
計
上

基
準

　
４

　
そ

の
他

リ
ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

　
　

(1)　
退

職
給

付
引

当
金

　
　

　
　

そ
の

他
リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
は

、
通

常
の

賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
い
る
。

　
 
   　

  
１

年
内
　

570千
円

　
 １

年
超

　
850千

円
　
　
合
計
　
1,420千

円

　
　

(1)　
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当

額

　
　

　
ア

　
オ

ペ
レ
ー

テ
ィ

ン
グ

・
リ

ー
ス

　

　
１

　
重

要
な

非
資
金

取
引

　
　

(2)　
賞

与
等

引
当

金

　
３

　
重

要
な

リ
ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

　
　

(2)　
主

な
耐

用
年

数

　
　

　
ア

　
建

物
　
　

　
　

     45年
～

60年

　
　

　
イ

　
構

築
物
　

　
 　

　
　

30年
～

50年

　
　

(1)　
減

価
償

却
の

方
法

　
１

　
有

形
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

及
び

耐
用

年
数

　
　

　
　

定
額

法

Ⅰ
　
重
要
な
会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

　
　

　
エ

　
車

両
運
搬

具
　

　
　

　
 4年

～
5年

　
　

　
ウ

　
機

械
及
び

装
置

　
 　

 8年
～

20年

　
　

　
オ

　
工

具
器
具

及
び

備
品

　
 2年

～
8年

　
　

(2)　
主

な
耐

用
年

数

　
　

　
　

定
額

法

　
　

(1)　
減

価
償

却
の

方
法

　
２

　
無

形
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

及
び

耐
用

年
数

　
２

　
企

業
債

の
償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担
額

　
１

　
退

職
給

付
引
当

金
の

計
上

　
　

　
　

未
回

収
債
権

の
う

ち
、

回
収

不
能

と
な

る
こ

と
が
見
込
ま
れ
る
額
を
計
上
し
て
い
る
。

　
　

　
令

和
6年

3月
31日

時
点

に
お

け
る

職
員

に
対

す
る
退
職
手
当
の
要
支
給
額
 52,977千

円
に
、
人
事
交
流
に
伴

　
　

い
過

大
計

上
と
な

っ
た

額
8,243千

円
を

減
算

し
、
令
和
7年

度
当
初
予
算
に
計
上
し
て
い
る
。

　
　

　
　

職
員

の
令
和

8年
6月

分
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支
給
及
び
そ
の
手
当
に
係
る
事
業
主
負
担
分
の
法
定
福
利
費
支

　
　

  払
い

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
手
当
支
給
予
定
額
及
び
法
定
福
利
費
支
払
予
定
額
に
基
づ
き
、

　
　

　
該

事
業

年
度
の

負
担

に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

　
　

　
ア

　
所

有
権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス
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江
津

市
公

共
下

水
道

事
業

処
理

区
計
画
人
口

処
理
区
域
内
人
口

接
続
予
定
人
口

江
津

西
11,730

6,453
3,584

波
子

530
620

491

江
津

市
農

業
集

落
排

水
事
業

処
理

区
計
画
人
口

処
理
区
域
内
人
口

接
続
予
定
人
口

桜
江

中
央

3,200
1,291

1,215

川
越

990
375

322

長
谷

(小
規

模
排

水
)

90
34

34

桜
江

区
域

(
個

別
排

水
)

386
265

265

単
位
：
千
円

公
共

下
水

道
事

業
農

業
集

落
排

水
事

業
合
　
計

111,809
33,398

145,207

600,976
188,355

789,331

△
 489,167

△
 154,957

△
 644,124

550,513
174,948

725,461

55,686
14,099

69,785

5,660
5,892

11,552

4
4

8

0
0

0

5,664
5,896

11,560

10,426,704
3,085,899

13,512,603

10,086,967
2,912,256

12,999,223

102,298
67,523

169,821

152,422
77,757

230,179

91,437
0

91,437

13,667
0

13,667

350,875
109,191

460,066

0
0

0

406,301
35,001

441,302

　
　

　
　

当
事

業
年
度

に
お

い
て

、
令

和
7年

6月
支

給
の
期
末
・
勤
勉
手
当
 5,224千

円
の
支
給
及
び
法
定
福
利
費

　
　

　
1,04

6千
円

の
支

払
い

の
た

め
、

賞
与

等
引

当
金

 4,970千
円
を
使
用
す
る
。

当
年

度
純

利
益

（
△

は
当

年
度

純
損

失
）

公
共

下
水

道
事

業

事
業

の
内

容

農
業

集
落

排
水

事
業

固
定

資
産

増
加

額

一
般
会
計
繰
入
金
(
収
益
的
繰
入
）

減
価

償
却

費

固
定

資
産

除
却

損

一
般
会
計
繰
入
金
(
資
本
的
繰
入
）

　
２

　
引

当
金

の
取
崩

し
及

び
使

用
目

的

一
般
会
計
負
担
金
(
資
本
的
負
担
）

一
般
会
計
負
担
金
(
収
益
的
負
担
）

経
常

損
益

　
　

に
属

す
る

事
業
の

内
容

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。

そ
の

他
の

項
目

　
　

　
下

水
道

事
業
会

計
は

、
公

共
下

水
道

事
業

及
び

農
業
集
落
排
水
事
業
を
運
営
し
て
お
り
、
各
報
告
セ
グ
メ
ン
ト

事
業

区
分

Ⅳ
　

セ
グ

メ
ン

ト
情
報

に
関

す
る

注
記

　

営
業

損
益

　
１

　
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
の

概
要

特
別

利
益

特
別

損
失

営
業

外
収

益

営
業

外
費

用

　
　

　
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

処
理
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。

Ⅴ
　

そ
の

他
会

計
に
関

す
る

書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な
る
重
要
な
事
項
に
関
す
る
注
記

　
　

(1)　
賞

与
等

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取

崩
し

に
つ
い
て

セ
グ

メ
ン

ト
資

産

セ
グ

メ
ン

ト
負

債

項
目

営
業

収
益

営
業

費
用

　
２

　
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
ご

と
の

営
業

収
益

等

   
   

　
１

　
消

費
税

等
の
会

計
処

理
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１

当
年

度
純

利
益

（
△

は
当

年
度

純
損

失
）

1
1
,
5
6
0

減
価

償
却

費
4
6
0
,
0
6
6

固
定

資
産

除
却

損
0

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
0

退
職

給
付

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
△

8
,
2
4
3

賞
与

等
引

当
金

の
増

減
額

（
△

は
減

少
）

2
0
9

修
繕

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
0

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
4
4
9
,
6
6
8

受
取

利
息

及
び

配
当

金
0

支
払

利
息

6
9
,
7
3
5

業
務

活
動

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
3
3
2

業
務

活
動

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
5
,
2
6
6

前
払

金
・

前
払

費
用

の
増

減
額

（
△

は
増

加
）

0

預
り

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
△

2
5
,
0
6
4

1
7
8

小
計

6
4
,
3
7
1

受
取

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
0

支
払

利
息

の
支

払
額

△
6
9
,
7
3
5

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
5
,
3
6
4

２

△
4
4
1
,
3
0
2

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

0

投
資

活
動

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
△

4
6
8

投
資

活
動

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
4
5
,
0
0
0

1
2
3
,
5
9
6

2
4
3
,
8
4
6

他
会

計
負

担
金

及
び

工
事

負
担

金
等

に
よ

る
収

入
4
8
,
9
0
1

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
9
,
5
7
3

３

3
1
0
,
6
0
0

△
3
3
0
,
9
9
9

財
務

活
動

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
0

財
務

活
動

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
00

△
2
0
,
3
9
90

△
6
,
1
9
0

4
7
2
,
7
4
6

4
6
6
,
5
5
6

他
会

計
か

ら
の

出
資

に
よ

る
収

入

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

資
金

期
末

残
高

資
金

に
係

る
換

算
差

額

資
金

増
減

額

資
金

期
首

残
高

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
に

よ
る

収
入

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支

出

一
般

会
計

又
は

他
の

特
別

会
計

か
ら

の
繰

入
金

に
よ

る
収

入

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

国
庫

補
助

金
等

に
よ

る
収

入

そ
の

他
流

動
負

債
（

受
益

者
負

担
金

　
仮

計
上

）
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）

令
和

７
年

度
 島

根
県

江
津

市
下
水
道
事
業
予
定
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

（
令

和
７

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
８

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

(
単

位
：

千
円

)

21



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

(
1)

144,494

(
2
)

192
144,686

(
1
)

251,328

(
2
)

12,677

(
3)

28,878

(
4)

453,409

(
5
)

6,230
752,522

△
 607,836

(
1
)

0

(
2
)

456

(
3
)

170,384

(
4
)

84,666

(
5)

425,461

(
6
)

12,167

(
7)

2,226

(
8
)

5

(
9
)

3,070
698,435

(
1
)

72,667

(
2)

50
72,717

625,718

17,882

(
1
)

11
11

(
1
)

0
0

11

17,893

20,496

38,389
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

前
年

度
　

繰
越

利
益

剰
余

金

そ
の

他
特

別
損

失

当
　

年
　

度
　

純
　

利
　

益

６
．

特
　

別
　
損
　
失

そ
の

他
特

別
利

益

５
．

特
　

別
　
利
　
益

雑
支

出

経
常

利
益

４
．

営
　

業
　
外
　
費
　
用

支
払

利
息

雑
収

益

貸
倒

引
当

金
戻

入
益

退
職

給
付

引
当

金
戻

入
益

賞
与

等
引

当
金

戻
入

益

他
会

計
負

担
金

長
期

前
受

金
戻

入

負
担

金
及

び
分

担
金

他
会

計
補

助
金

３
．

営
　

業
　
外
　
収
　
益

受
取

利
息

及
び

配
当

金

営
業

損
失

固
定

資
産

除
却

損

総
係

費

減
価

償
却

費

施
設

管
理

費

業
務

費

２
．

営
　

業
　
費
　
用

下
水

道
使

用
料

下
水

道
手

数
料

令
和

６
年

度
　

島
根

県
江

津
市

下
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

 (令
和
６
年
４
月
１
日
か

ら
令

和
７

年
３

月
３

１
日

ま
で

)

(
単

位
：

千
円

)

１
．

営
　

業
　
収
　
益
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（
1）

有
形

固
定

資
産

ア
土

地
492,476

イ
建

物
1,0

34,241

減
価

償
却

累
計

額
△

 3
50,230

684,011

ウ
構

築
物

13,241,181

減
価

償
却

累
計

額
△

 3,705,650
9,535,531

 

エ
機

械
及

び
装

置
5,0

35,037

減
価

償
却

累
計

額
△

 2,930,266
2,104,771

オ
車

両
運

搬
具

0

減
価

償
却

累
計

額
0

0

カ
工

具
器

具
及

び
備

品
320

減
価

償
却

累
計

額
△
 29

291

キ
建

設
仮

勘
定

113,195

有
形

固
定

資
産

12,930,275

（
2）

無
形

固
定

資
産

ア
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
0

イ
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
仮

勘
定

0

無
形

固
定

資
産

0

固
定

資
産

12,930,275

（
1）

現
金

及
び

預
金

472,746

（
2）

未
収

金
22,542

0
△
 182

22,360

（
3）

前
払

金
112,040

（
4）

短
期

貸
付

金
0

（
5）

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
動

資
産

607,146

資
産

13,537,421

（
1）

企
業

債
0

ア
建

設
改

良
費

充
当

債
5,712,302

イ
資

本
費

平
準

化
債

269,227

ウ
公

営
企

業
適

用
債

1,450

5,982,979

（
2）

引
当

金

ア
退

職
給

付
引

当
金

52,977

52,977

固
定

負
債

6,035,956

（
1）

企
業

債

ア
建

設
改

良
費

充
当

債
317,756

イ
資

本
費

平
準

化
債

4,806

ウ
公

営
企

業
適

用
債

1,150

323,712

（
2）

未
払

金
40,239

（
3）

引
当

金

ア
賞

与
等

引
当

金
4,970

4,970

（
4）

そ
の

他
流

動
負

債
27,490

流
動

負
債

396,411

 合
  計

４
.　

流
　

動
　

負
　

債

 合
  計

３
.　

固
　

定
　

負
　

債

 合
  計

２
．

流
　

動
　
資

　
産

貸
  倒

  引
  当

  金

 合
  計

 合
  計負

　
　

債
　

　
の

　
　

部

１
．

固
　

定
　
資

　
産

 合
  計

 合
  計 資

　
　

産
　

　
の

　
　

部

 
 令

和
６
年
度
　
島
根
県
江

津
市

下
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

 (　
 令

和
７
年

３
月

３
１

日
　

)
(
単

位
：

千
円

)
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（
1）

長
期

前
受

金

ア
国

庫
補

助
金

8,2
59,533

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 3,058,647
5,200,886

イ
県

補
助

金
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
0

0

ウ
他

会
計

補
助

金
4,0

06,899

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 3,375,479
631,420

エ
他

会
計

負
担

金
7,278

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 7,108
170

オ
下

水
道

協
力

金
0

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
0

0

カ
工

事
負

担
金

675,764

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 1
89,349

486,415

キ
受

贈
財

産
評

価
額

265,625

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 1
03,308

162,317

ク
そ

の
他

長
期

前
受

金
51,164

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

 10,651
40,513

長
期

前
受

金
6,521,721

（
2）

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

ア
国

庫
補

助
金

69,930

イ
工

事
負

担
金

11,883

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

81,813

繰
延

収
益

6,603,534

負
債

13,035,901

（
1）

資
本

金
215,340

資
本

金
215,340

（
1）

資
本

剰
余

金

ア
国

庫
補

助
金

225,366

イ
県

補
助

金
0

ウ
他

会
計

補
助

金
0

エ
下

水
道

協
力

金
0

オ
工

事
負

担
金

1,678

カ
受

贈
財

産
評

価
額

20,747

資
本

剰
余

金
247,791

（
2）

利
益

剰
余

金

ア
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

17,893

イ
前

年
度

繰
越

利
益

剰
余

金
20,496

利
益

剰
余

金
38,389

剰
余

金
286,180

資
本

501,520

負
債

・
資

本
13,537,421

 合
  計

 合
  計

 合
  計

 合
  計

 合
  計

７
.　

剰
　

　
余

　
　

金

 合
  計

６
.　

資
　

　
本

　
　

金

５
.　

繰
　

延
　

収
　

益

 合
  計

 合
  計

 合
  計

 合
  計資

　
　

本
　

　
の

　
　

部
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Ⅰ
　
重
要
な
会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

　
１

　
有

形
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

及
び

耐
用

年
数

エ
車

両
運
搬

具
4年

～
5年

オ
工

具
器
具

及
び

備
品

　
 2年

～
8年

　
２

　
無

形
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

及
び

耐
用

年
数

(1)
減

価
償

却
の

方
法

定
額

法

(2)
主

な
耐

用
年

数

(1)
減

価
償

却
の

方
法

定
額

法

(2)
主

な
耐

用
年

数

ア
建

物
45年

～
60年

イ
構

築
物

30年
～

50年

ウ
機

械
及
び

装
置

8年
～

20年

ア
所

有
権
移

転
外

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

な
し

　
４

　
そ

の
他

リ
ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

そ
の

他
リ
ー

ス
取

引
に

つ
い

て
は

、
通

常
の

賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
い
る
。

(1)
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当

額

ア
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア

5年

　
３

　
重

要
な

リ
ー
ス

取
引

の
処

理
方

法

所
有

権
移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取

引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た

会
計

処
理

に
よ

っ
て

い
る

。

(1)
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当

額

(1)
退

職
給

付
引

当
金

当
事

業
年
度

末
に

お
け

る
職

員
に

対
す

る
退

職
手
当
の
要
支
給
額
を
計
上
し
て
い
る
。

(2)
賞

与
等

引
当

金

職
員

の
令
和

6年
6月

分
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支
給
及
び
そ
の
手
当
に
係
る
事
業
主
負
担
分
の
法
定
福
利
費
支

払
い

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
手
当
支
給
予
定
額
及
び
法
定
福
利
費
支
払
予
定
額
に
基
づ
き
、

該
事

業
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

ア
オ

ペ
レ
ー

テ
ィ

ン
グ

・
リ

ー
ス

１
年

内
　

686千
円

　
 １

年
超

　
1,420千

円
　
　
合
計
　
2,106千

円

　
５

　
引

当
金

の
計
上

基
準

Ⅱ
　
予
定
貸
借
対

照
表

等
に

関
す

る
注

記

　
１

　
退

職
給

付
引
当

金
の

計
上

令
和

5年
3月

31日
時

点
に

お
け

る
職

員
に

対
す

る
退
職
手
当
の
要
支
給
額
 58,098千

円
に
、
令
和
5年

度
中

　
　

に
発

生
し

た
要
支

給
額

 7,046千
円

を
加

算
し

、
さ
ら
に
人
事
交
流
に
伴
い
過
大
計
上
と
な
っ
た
額
12,167千

(3)
貸

倒
引

当
金

未
回

収
債
権

の
う

ち
、

回
収

不
能

と
な

る
こ

と
が
見
込
ま
れ
る
額
を
計
上
し
て
い
る
。

　
　

円
を

減
算

し
、
計

上
し

て
い

る
。

　
２

　
企

業
債

の
償
還

に
係

る
他

会
計

の
負

担
額

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債

（
１

年
内
に
償
還
予
定
の
も
の
を
含
む
）
の
う
ち
、
一
般
会
計
が
負

　
　

担
す

る
と

見
込
ま

れ
る

金
額

は
 6,306,690千

円
で
あ
る
。
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江
津

市
公

共
下

水
道

事
業

処
理

区
計
画
人
口

処
理
区
域
内
人
口

接
続
予
定
人
口

江
津

西
11,730

6,088
3,564

波
子

530
645

496

江
津

市
農

業
集

落
排

水
事
業

処
理

区
計
画
人
口

処
理
区
域
内
人
口

接
続
予
定
人
口

桜
江

中
央

3,200
1,339

1,265

川
越

990
387

331

長
谷

(小
規

模
排

水
)

90
36

36

桜
江

区
域

(
個

別
排

水
)

386
271

271

単
位
：
千
円

公
共

下
水

道
事

業
農

業
集

落
排

水
事

業
合
　
計

111,507
33,179

144,686

566,760
185,762

752,522

△
 455,253

△
 152,583

△
 607,836

512,569
185,866

698,435

56,440
16,277

72,717

876
17,006

17,882

6
5

11

0
0

0

882
17,011

17,893

10,385,533
3,151,888

13,537,421

10,051,759
2,984,142

13,035,901

99,093
71,291

170,384

153,052
76,564

229,616

84,666
0

84,666

5,492
0

5,492

346,089
107,320

453,409

6,230
0

6,230

414,095
9,547

423,642

　
　

　
下

水
道

事
業
会

計
は

、
公

共
下

水
道

事
業

及
び

農
業
集
落
排
水
事
業
を
運
営
し
て
お
り
、
各
報
告
セ
グ
メ
ン
ト

　
　

に
属

す
る

事
業
の

内
容

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。
事

業
区
分

事
業

の
内

容

公
共

下
水

道
事

業

Ⅲ
　

セ
グ

メ
ン

ト
情
報

に
関

す
る

注
記

　

　
１

　
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
の

概
要

営
業

損
益

営
業

外
収

益

営
業

外
費

用

経
常

損
益

特
別

利
益

特
別

損
失

農
業

集
落

排
水

事
業

　
２

　
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
ご

と
の

営
業

収
益

等

項
目

営
業

収
益

営
業

費
用

一
般
会
計
負
担
金
(
収
益
的
負
担
）

一
般
会
計
負
担
金
(
資
本
的
負
担
）

減
価

償
却

費

固
定

資
産

除
却

損

固
定

資
産

増
加

額

Ⅳ
　

そ
の

他
会

計
に
関

す
る

書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な
る
重
要
な
事
項
に
関
す
る
注
記

当
年

度
純

利
益

（
▲

は
当

年
度

純
損

失
）

セ
グ

メ
ン

ト
資

産

セ
グ

メ
ン

ト
負

債

そ
の

他
の

項
目

一
般
会
計
繰
入
金
(
収
益
的
繰
入
）

一
般
会
計
繰
入
金
(
資
本
的
繰
入
）

   
   勉

手
当

及
び
法

定
福

利
費

に
係

る
令

和
6年

4月
1日

時
点
で
計
上
す
る
賞
与
等
引
当
金
の
計
上
は
、
損
益
勘
定

　
　

　
職

員
3人

分
を

計
上

し
、

資
本

勘
定

職
員

4人
分

は
賞
与
等
引
当
金
に
計
上
し
な
い
。

　
１

　
消

費
税

等
の
会

計
処

理

　
　

　
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

処
理
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。

　
２

　
引

当
金

の
取
崩

し
及

び
使

用
目

的

　
　

(1)　
賞

与
等

引
当

金
の

目
的

使
用

に
よ

る
取

崩
し

に
つ
い
て

　
　

　
　

当
事

業
年
度

に
お

い
て

、
令

和
6年

6月
支

給
の
期
末
・
勤
勉
手
当
 3,282千

円
の
支
給
及
び
法
定
福
利
費

　
　

　
660千

円
の

支
払

い
の

た
め

、
賞

与
等

引
当

金
2,

229千
円
を
使
用
す
る
。
た
だ
し
、
令
和
6年

6月
の
期
末
勤
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（単位：千円）

款 予 定 額 説　　　　　明 

1.下水道事業収益 885,233

1. 営 業 収 益 122,983

1. 下 水 道 使 用 料 122,921

公 共 下 水 道 使 用 料 122,921  公共下水道使用料

2. 下 水 道 手 数 料 62

公 共 下 水 道 手 数 料 62
 督促手数料 17
 排水設備指定工事店申請手数料 45

2. 桜 江 営 業 収 益 36,736

1.
生 活 排 水 処 理
施 設 使 用 料

36,732

生 活 排 水 処 理
施 設 使 用 料

36,732  生活排水処理施設使用料

2.
生 活 排 水 処 理
施 設 手 数 料

4

生 活 排 水 処 理
施 設 手 数 料

4  督促手数料

3. 営 業 外 収 益 550,514

1. 他 会 計 負 担 金 91,437

一 般 会 計 負 担 金 91,437  汚泥共同処理施設運営負担金

2. 他 会 計 補 助 金 102,298

一 般 会 計 繰 入 金 102,298
 地方債元利償還金補助 60,321
 運営費補助 41,977

3. 長 期 前 受 金 戻 入 345,695
 償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金等長
期前受金のうち、年度毎の減価償却費見合い分を順次
収益化するもの

長 期 前 受 金 戻 入 345,695
 国庫補助金 157,878　他会計補助金 154,085
 工事負担金 9,736　　受贈財産評価額 10,330
 他会計負担金 13,666

4. 退職給付引当金戻入益 5,718

退職給付引当金戻入益 5,718
 前年度までに計上した引当金のうち、引当過剰額を取
り崩して収益処理するもの

5. 賞与等引当金戻入益 2,298

賞 与 等 引 当 金 戻 入益 2,298
 前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に支出
する際に費用として再計上するための財源になるもの
手当分　 1,653　法定福利費分 645

項 目 節 

令和７年度  島根県江津市下水道事業会計予算実施計画明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入
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6. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2
 前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年度に
不納欠損処理を行う際に、当年度費用として再計上す
るための財源になるもの

7. 雑 収 益 3,065

そ の 他 雑 収 益 3,065
 行政財産使用料 2　　　建物共済金 2
 国税還付加算金 1　　　その他雑収入 3,060

8. 消 費 税 還 付 金 1

消 費 税 還 付 金 1  消費税及び地方消費税還付金

4. 桜 江 営 業 外 収 益 174,992

1. 負 担 金 及 び 分 担 金 500

分 担 金 500  生活排水処理施設加入分担金

2. 他 会 計 補 助 金 67,523

一 般 会 計 繰 入 金 67,523
 地方債元利償還金補助 13,967
 運営費補助 53,556

3. 長 期 前 受 金 戻 入 103,973
 償却資産の取得及び改良に伴い交付された補助金等長
期前受金のうち、年度毎の減価償却費見合い分を順次
収益化するもの

長 期 前 受 金 戻 入 103,973
 国庫補助金 44,405　 他会計補助金 50,443
 工事負担金 5,226　　受贈財産評価額 1,279
 その他長期前受金 2,620

4. 退職給付引当金戻入益 2,525

退職給付引当金戻入益 2,525
 過去に積立てた退職給付引当金の過大計上分の取り崩
しをするもの

5. 賞与等引当金戻入益 463

賞 与 等 引 当 金 戻 入益 463
 前年度に計上した引当金を取り崩して、当年度に支出
する際に費用として再計上するための財源になるもの
手当分　 388　法定福利費分 75

6. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 3
 前年度までに計上した引当金を取り崩して、当年度に
不納欠損処理を行う際に、当年度費用として再計上す
るための財源になるもの

7. 雑 収 益 5

そ の 他 雑 収 益 5  行政財産使用料 3　　　　建物共済金 2

5. 特 別 利 益 4

1. そ の 他 特 別 利 益 4

特 例 手 数 料 4  公共下水道等督促手数料（法非適用期間分）

6. 桜 江 特 別 利 益 4

1. そ の 他 特 別 利 益 4

特 例 手 数 料 4  生活排水処理施設督促手数料（法非適用期間分）
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(単位：千円)
款 予 定 額 説　　　　　明 

1.下水道事業費用 887,828

1. 営 業 費 用 621,498

1. 江津西施設管理費 77,432

被 服 費 80  作業服購入費

備 消 耗 品 費 38  事務用品等

光 熱 水 費 27  下水道施設水道料

通 信 運 搬 費 503
 電話料 58　CATV利用料 430
 NHK受信料 15

委 託 料 51,765
 施設維持管理業務 43,018　汚泥処理業務 　　8,177
 設備機器保安業務 　 275　設備機器保守業務 　295

  手 数 料 166  施設設備点検

修 繕 費 11,007
 排水管維持補修 500
 機械及び装置維持補修 10,507

動 力 費 13,728  下水道施設動力費

薬 品 費 10  下水道施設薬品費

保 険 料 108  火災保険料

2.
汚 泥 共 同 処 理
施 設 管 理 費

101,759

給 料 4,021  職員給

  手 当 等 1,865
 時間外勤務手当 200  通勤手当 51
 期末勤勉手当 1,614

賞与等引当金繰入 676
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 562　法定福利費分 114

法 定 福 利 費 1,267  職員共済組合負担金

備 消 耗 品 費 33  事務用品等

光 熱 水 費 145  汚泥共同処理施設電灯料、水道料等

通 信 運 搬 費 90  専用回線利用料

委 託 料 70,671
 施設維持管理等業務 54,340　汚泥処理業務 14,520
 設備機器保安業務 237
 施設地下水影響調査業務 1,574

  手 数 料 149  施設設備点検

修 繕 費 16,500  機械及び装置維持補修

動 力 費 6,297  汚泥共同処理施設動力費

保 険 料 45  火災保険料

3. 波 子 施 設 管 理 費 28,676

備 消 耗 品 費 33  事務用品等

光 熱 水 費 19  下水道施設水道料

通 信 運 搬 費 335  電話料 48　CATV利用料 287

委 託 料 11,926
 施設維持管理業務 10,755　汚泥処理業務 995
 設備機器保安業務 176

  手 数 料 66  施設設備点検

修 繕 費 12,626
 排水管維持補修 500
 機械及び装置維持補修 12,126

動 力 費 3,630  下水道施設動力費

保 険 料 41  火災保険料

支　　　　　　　　出

項 目 節 
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4. 業 務 費 15,051

給 料 4,427  職員給

手 当 等 3,466
 扶養手当 474　時間外勤務手当 200
 期末勤勉手当 1,952　児童手当 840

賞与等引当金繰入 804
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 668　法定福利費分 136

法 定 福 利 費 1,464  職員共済組合負担金

備 消 耗 品 費 50  事務用品等

印 刷 製 本 費 282  料金請求等印刷費

通 信 運 搬 費 1,139  料金請求等郵券料

委 託 料 180  料金システム保守等業務

  手 数 料 2,835
 収納事務取扱手数料等 1,061
 検針データ取得手数料 1,774

賃 借 料 398  料金システム賃借料

負 担 金 2  システム負担金等

貸 倒 引 当 金 繰 入 2  貸倒引当金として計上するための繰入額

貸 倒 損 失 2  未回収債権の不納欠損見込額

5. 総 係 費 47,705

給 料 4,940  職員給

  手 当 等 2,852
 通勤手当 155　期末勤勉手当 2,177
 管理職手当 516　管理職特別手当 4

賞与等引当金繰入 873
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 726　　法定福利費分 147

法 定 福 利 費 1,744
 職員共済組合負担金 1,665
 公務災害補償負担金 79

旅 費 276  普通旅費

退職手当組合負担金 4,008  退職手当組合負担金

報 償 費 2,051  受益者加入負担金前納報奨金

備 消 耗 品 費 95  営業活動全般に係る備消耗品費

燃 料 費 51  車両燃料費

光 熱 水 費 1  電気料

印 刷 製 本 費 213  営業活動全般に係る印刷製本費

通 信 運 搬 費 75  営業活動全般に係る電話代、郵券料

委 託 料 29,578

 企業会計システム更新業務 832
 管路台帳システム更新等業務 27,101
 会計システム保守等業務 589
 受益者負担金システム保守業務 1,056

手 数 料 222
 出納取扱金融機関事務取扱手数料 122
 融資あっせん事務手数料 100

賃 借 料 356  機械借上料 188　車両借上料 153　駐車通行料 15

修 繕 費 20  営業活動全般に係る修繕費

補 助 金 9  排水設備工事費借入利子補給金

負 担 金 274
 日本下水道協会負担金 59
 中国四国地方下水道協会負担金 11
 諸会議負担金等 204

保 険 料 67  自動車自賠責保険料 30　下水道賠償責任保険 37

6. 減 価 償 却 費 350,875
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

350,875
 建物 22,848　構築物 163,841
 機械及び装置 164,171　 工具器具及び備品 15
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(単位：千円)
款 予 定 額 説　　　　　明 

2. 桜 江 営 業 費 用 195,245
1. 集落排水施設管理費 70,723

給 料 3,051  職員給

  手 当 等 1,389
 通勤手当 24　時間外勤務手当 200
 期末勤勉手当 1,165

賞与等引当金繰入 533
 令和7年12月～令和8年3月分引当金繰入
 手当分 446　法定福利費分 87

法 定 福 利 費 833  職員共済組合負担金

備 消 耗 品 費 83  事務用品等

光 熱 水 費 79  集落排水処理施設水道料

通 信 運 搬 費 729
 電話等回線使用料　90
 インターネット回線利用料　639

委 託 料 19,696
 施設維持管理業務 19,513
 設備機器保安業務 183

  手 数 料 186
 施設設備点検 29　浄化槽法検査 32
 肥料成分分析等 125

  賃 借 料 60  土地借上料

修 繕 費 25,860  機械及び装置維持補修

工 事 請 負 費 500  新規公共枡取付工事

動 力 費 16,794  集落排水処理施設動力費

薬 品 費 836  集落排水施設薬品費

負 担 金 4  その他負担金

保 険 料 90  火災保険料

2.
小 規 模 排 水
施 設 管 理 費

1,179

光 熱 水 費 19  小規模排水施設水道料

委 託 料 741  施設維持管理業務

  手 数 料 7  浄化槽法検査

修 繕 費 220  機械及び装置維持補修

動 力 費 192  小規模排水施設動力費

3.
個 別 排 水
施 設 管 理 費

11,172

光 熱 水 費 19  個別排水施設水道料

委 託 料 9,255  施設維持管理業務

  手 数 料 687  浄化槽法検査等

修 繕 費 1,115  施設及び装置維持補修

動 力 費 96  個別排水施設動力費

4. 業 務 費 1,963

備 消 耗 品 費 79  事務用品等

印 刷 製 本 費 137  料金請求等印刷費

通 信 運 搬 費 532  料金請求等郵券料

委 託 料 73  料金システム保守業務等

 手 数 料 881
 収納事務取扱手数料等 112
 検針データ取得手数料 769

賃 借 料 253  料金システム賃借料

負 担 金 2  システム負担金等

貸 倒 引 当 金 繰 入 3  貸倒引当金として計上するための繰入額

貸 倒 損 失 3  未回収債権の不納欠損見込額

項 目 節 
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5. 総 係 費 1,017

旅 費 20  普通旅費

退職手当組合負担金 519  退職手当組合負担金

被 服 費 10  作業服購入費

委 託 料 375  料金システム保守業務等

  手 数 料 50  融資あっせん事務手数料

負 担 金 20  地域環境資源センター負担金

保 険 料 23  下水道賠償責任保険

6. 減 価 償 却 費 109,191
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

109,191
 建物 2,515　構築物 77,425
 機械及び装置 29,251

3. 営 業 外 費 用 55,686

1. 支 払 利 息 55,666

企 業 債 利 息 55,566  

他会計借入金利息 100

2. 雑 支 出 20

雑 支 出 20  僅少過年度損益修正損

4. 桜 江 営 業 外 費 用 14,099

1. 支 払 利 息 14,069

企 業 債 利 息 13,969

他会計借入金利息 100

2. 雑 支 出 30

雑 支 出 30  僅少過年度損益修正損

5. 予 備 費 1,000

1. 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

6. 桜 江 予 備 費 300

1. 予 備 費 300

予 備 費 300
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(単位：千円)

款 節 予 定 額 

1. 資 本 的 収 入 769,137

1. 国 庫 補 助 金 156,150

1. 国 庫 補 助 金 156,150

下 水 道 建 設 費
国 庫 補 助 金

156,150

2. 工 事 負 担 金 58,541

1. 工 事 負 担 金 28,541

公 共 下 水 道
受 益 者 負 担 金

28,541

2. 桜 江 工 事 負 担 金 30,000

農業集落排水事業
工 事 負 担 金

30,000

3. 他 会 計 補 助 金 230,179

1. 他 会 計 補 助 金 152,422

一 般 会 計 繰 入 金 152,422

2. 桜 江 他 会 計 補 助 金 77,757

一 般 会 計 繰 入 金 77,757

4. 企 業 債 310,600

1. 企 業 債 281,500

下 水 道 債 221,700

資 本 費 平 準 化 債 59,800

2. 桜 江 企 業 債 29,100

下 水 道 債 7,700

資 本 費 平 準 化 債 21,400

5. 他 会 計 負 担 金 13,667

1. 他 会 計 負 担 金 13,667

一 般 会 計 負 担 金 13,667

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

項 目 説　　　　　明 

  社会資本整備総合交付金  140,000
  防災・安全交付金　　 　　16,150

 建設改良費の財源に充てるために借り入れる地方債

 資本費の一部を後年度に繰り延べるために借り入れる
地方債

 公共工事の施行に伴う管渠等支障移転負担金

 地方債元金償還金補助

 地方債元金償還金補助

 汚泥共同処理施設建設に係る一般会計負担分の地方債
元金償還金繰入

 資本費の一部を後年度に繰り延べるために借り入れる
地方債

 建設改良費の財源に充てるために借り入れる地方債
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（単位：千円）

款 項 節 予 定 額 説 明 

1. 資 本 的 支 出 812,943

1. 建 設 改 良 費 481,437

1.
公 共 下 水 道
施 設 整 備 費

423,033

旅 費 70  普通旅費

備 消 耗 品 費 1,650  事務用品

燃 料 費 180  車両燃料費

通 信 運 搬 費 151  通信運搬費

委 託 料 33,000
 管渠詳細設計業務   5,000
ストックマネジメント計画定業務 28,000

賃 借 料 1,232  車両、複合機

工 事 請 負 費 369,500
 汚水管渠布設等工事 363,500
 施設長寿命化工事 6,000

補 償 金 17,000  水道施設移転補償費

負 担 金 250  積算システム共同利用負担金

2. 集 落 排 水 施 設 整 備 費 38,500

委 託 料 30,000  大貫・和田堤防支障移転設計業務

工 事 請 負 費 8,500  川戸4号制御盤移設工事 8,500

3. 資 本 勘 定 職 員 給 与 費 19,904

給 料 10,190  職員給

手 当 等 6,541
 扶養手当 588　時間外勤務手当 650　住居手当 672
 通勤手当 264　期末勤勉手当 3,887　児童手当 480

法 定 福 利 費 3,173  職員共済組合負担金

2. 企 業 債 償 還 金 331,006

1. 企 業 債 償 還 金 231,848

下 水 道 債 償 還 金 225,891

資 本 費 平 準 化 債 4,807

公 営 企 業 適 用 債 1,150

2. 桜 江 企 業 債 償 還 金 99,158

下 水 道 債 償 還 金 91,870

災 害 復 旧 事 業 債 7,288

3. 予 備 費 500

1. 予 備 費 500

予 備 費 500

支 出

目
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